
ー

記録範囲

都市計画法により開発行為の許可を申請した者（昭和４７年度以降）

都市計画法により建築行為の許可・届出・証明を申請した者（昭和４７年度以降）

残地対象地に対する確認署名をした者

記録項目

1申請者氏名、2申請地大字、3申請地小字、4申請地地番、5面積、6用途、7該

当案件、８許可段階、９予備審年度、１０現調日、１１開発許可日、１２変更

許可日、１３変更届日、１４適合証明日、１５取下げ日、１６種別、１７区域

区分、１８制限解除承認日、１９完了検査日、２０検査済証発行日、２１着手

日、２２完了予定日、２３設計者、２４該当号、２５目的分類、２６申請者住

所

他の法令の規定による訂正

又は利用停止の制度

含まない

記録情報の収集方法

開発行為許可申請書・建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書

都市計画法第34条第13号(令第36条第1項第3号ﾆ)の規定による届出書・残地対象地に対する署名

都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書

行政機関等匿名加工情報の本人の

数及び行政機関等匿名加工情報に

含まれる情報の項目

個人情報ファイルの種別

含まない

所在地 ー

条例要配慮個人情報が含まれる旨

作成された行政機関等匿名加工情報に関する

提案を受ける組織の名称及び所在地

名称 ー

作成された行政機関等匿名加工情報に関する

提案をすることができる期間
ー

政令第21条第7項に該当するファイル（付随する紙ファイルの有無）

法第60条第2項第１号（電算処理ファイル）

法第60条第2項第２号（マニュアル処理ファイル）

 

開示請求等を受理する組織の名称及び所在地
総務部総務課・都市整備部建築土地対策課

静岡県富士市永田町1-100所在地

開発許可等管理台帳

行政機関等の名称 静岡県富士市

  

個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 都市整備部建築土地対策課開発調整担当

記録情報の経常的提供先

 

要配慮個人情報が含まれるときは、その旨

開示請求等の受理については、「総務部総務課」、又は都市計画法に基づき開発許可について開発登

録簿の請求ができますので、詳しくは、「建築土地対策課（連絡先0545-55-2787）」にお問合せくだ

さい。

個人情報ファイルの名称

備考

個人情報ファイルの利用目的

行政機関等匿名加工情報の提案を受ける

組織の名称及び所在地

名称 ー

所在地 ー

・開発審査事務等における土地利用状況確認のために利用する。

  

行政機関等匿名加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨 非該当

名称


